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は じ め に 

 

少子高齢化の進行によって生産年齢人口が減少するとともに、子どもの社会性の

発達など、子ども自身の成育に対しても重大な影響を及ぼしています。今後、次代の

社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、育てられる環境の整備に国、地方公共団

体、企業など、様々な主体が社会を挙げて取り組んでいく必要があります。 

このような状況を背景に、平成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法」が制定

されたことを受け、特定事業主としての行動計画の推進が明記された「東久留米市次

世代育成支援特定事業主行動計画」を策定し、平成１７年４月から平成２７年３月ま

での１０年間を計画期間として実施してきました。職員が仕事と家庭生活を両立する

ことができるよう職場全体で支援していくための各種施策に取り組んできたところで

す。 

今般、「次世代育成支援対策推進法」の期限が平成３７年３月３１日まで延長され

たことに伴い、「東久留米市特定事業主行動計画」の見直しを行いました。 

この行動計画は、引き続き職員が仕事と家庭生活を両立することができるよう職場

全体で支援していくため、「東久留米市次世代育成支援特定事業主行動計画後期計

画を踏襲しつつ、子育てしやすい職場環境づくりを進めるための様々な方策や目標を

定めるとともに、職員一人ひとりが次代を担う子どもたちの誕生とその健やかな育成

の必要性を理解し、助け合っていくという意識を持ってもらうため、職員に求められる

役割と、その具体的な取り組みをまとめたものです。 

 職員の皆さん一人一人がこの計画を自分自身に関わるものととらえ、次代の社会を

担う子どもたちを育成する必要性を強く認識し、また、この行動計画により、誰もが働

きやすい、働きたいと思えるような職場環境になることを願っています。 
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１．計画期間 

次世代育成支援対策推進法は平成１７年度から平成３７年度までの時限法ですが、本計画

は、平成２７年４月１日から平成３２年３月３１日までの５年間としています。 

 

２．計画の推進体制 

 （１）行動計画の推進に関する調査・検討、具体的な推進に係る作業等のために、「東久留米

市特定事業主行動計画推進プロジェクト」を必要に応じて設置します。 

 （２）「東久留米市特定事業主行動計画推進プロジェクト」を設置した場合には、総務部職員課

がその庶務を担うものとします。 

 

 

［行動計画の目標］ 

職員の仕事と家庭生活の両立と次世代育成を職場全体で支援していくために、以下の 

内容を平成 32年 3 月までの目標とします。 

①男性職員が出産前後の配偶者を支援できるよう、特別休暇等の拡充を図ります。 

②男性職員の育児休業取得率を２５％以上とすることを目指します。 

 (女性職員については、既に 100%取得を達成) 

③年次有給休暇取得日数を平均１５日以上とすることを目指します。 

④子育てしやすい環境づくりのため、超過勤務の抑制に努めます。 

 

 

３．具体的な取り組み 

 （１）制度の周知徹底 

    ○次世代育成支援ハンドブック等による制度の周知 

            職員の母性保護および母性健康管理、仕事と子育ての両立支援の観点から設けられ

ている特別休暇等の制度、出産費用の給付等経済的支援措置に関する制度についてま

とめた「次世代育成支援ハンドブック」等をグループウエアに掲示するなどして、全職員

への周知徹底を図ります。 

   ○研修による制度の周知 

       職員の母性保護および母性健康管理、仕事と子育ての両立支援の観点から設けられ

ている特別休暇等の制度について周知を図り、職員の意識啓発に努めます。 

   

 （２）妊娠中および出産後における配慮 

    妊娠中及び出産後を通じて母子の健康を適切に確保するため、職場全体で母性保護及

び母性健康管理に配慮します。 

    ○妊娠中および出産後の働きやすい職場環境づくり 



           所属長は、育児休業、産前産後休暇を取得する職員に対して、出産、育児に係る制度

について説明するとともに、職場内での事務分担の見直しや職場全体での理解・後押しを

図り、職員が安心して育児休業等を取得できる職場環境づくりに努めます。また、職場復帰

する際は、職場内研修（ＯＪＴ）を実施するなどして、スムーズに復帰できる体制を整えま

す。 

 

（３）職員が希望する妊娠・出産を実現するために 

  ○不妊治療への配慮 

不妊治療を受ける職員は、一定の職務経験を積んだ年齢層であることも多く、貴重な戦

力であると考えます。こうした人材を失うことは大きな損失です。仕事と不妊治療の両立に

ついて、職場での理解を深め、働きやすい環境を整えることは、有能な人材を確保する上

で重要です。 

〇年次有給休暇の活用 

不妊治療は頻繁に通院する必要があるものの、1 回の治療にそれほど時間がかからな

い場合が多く、通院に必要な時間だけ休暇を取ることができることから、年次有給休暇の

時間単位での取得に配慮します。 

 

 （４）男性の育児参加の支援 

    ○男性職員が育児に参加しやすい職場環境づくり 

            所属長は、男性職員が出産前後の配偶者を支援できるよう、特別休暇等の取得の促

進を図るとともに、特別休暇を取得しやすい職場の雰囲気を醸成し、必要に応じて事務

分担を変更するなど、職場環境の整備に努めます。 

○育児時間の拡充 

 育児時間の取得対象に男性職員を加え、期間を現行の生後１年から生後１年３月に 

拡充します。 

○育児参加休暇の導入 

 男性職員がその配偶者の産前産後の期間に、出産に係る子又は上の子の(小学校就

学前)の養育等を行うことで、配偶者の負担軽減を図るとともに、育児に参加するための

休暇を導入することで、職場環境の改善に努めます。 

 

 （５）育児休業を取得しやすい環境整備 

        ○育児休業を取得しやすい職場環境づくり 

所属長は、育児休業の申請を受けたときは、職場内の仕事の分担を見直すとともに、

職員の補充についての対応策を検討するなどして、すみやかに育児休業による人員減

に対応するように努めます。また、変則勤務を行っている職場については、勤務時間の 

割り振りに配慮します。 



○育児休業期間中の対応と職場復帰の支援 

育児休業中は、職場の情報が途絶えることになり、復帰に際しての障害となる可能性

があります。スムーズな職場復帰ができるよう職員とは定期的に連絡を取り合い、職場

や業務の状況について定期的に情報提供を行います。また、育児休業者が休業期間中

でも気軽に職場を訪問できる雰囲気の醸成に努めます。 

  

育児休業の取得状況（平成２６年度） 

 新規取得者／ 

新規取得対象者 

取得率(%) 25 年度取得

率(%) 

24 年度取得

率(%) 

男性職員 １／８ １２．５％ ２０％ １４．３％ 

女性職員 １６／１６ １００％ １００％ １００％ 

 

 

（６）子育てしやすい職場環境づくり 

   ○超過勤務の縮減 

所属長は、超過勤務をしている職員の状況把握に努め、縮減に向けた組織運営に努

めます。また、特定の職員（または係）に超過勤務が集中しているときは、業務分担の見

直しや係間の応援態勢をとるなど、適切な措置をとるように努めます。 

○ノー残業デーの定時退庁の励行 

所属長は、やむを得ない場合を除き、ノー残業デー（例月１５日、毎週水曜日・給料日・

ボーナス支給日）には積極的に退庁するよう職員に対して促します。 

○時間外勤務縮減キャンペーン 

キャンペーン期間を通じ、超過勤務の縮減を職員に向けて周知します。 

 

（７） 年次休暇等の取得促進 

所属長は、職員が抵抗を感じることなく年次休暇を取得できるよう、職場の雰囲気を醸

成することに努めます。また、個々の職員の年次休暇等取得状況を把握し、取得日数の

少ない職員については取得を促します。 

○年次休暇等の取得促進のための環境整備 

子育てに関連した年次休暇取得の申し出をした場合は、積極的に取得させるよう努め

ます。年次休暇等の取得促進を図るため、年次休暇の計画表を作成して、必要な時に気

兼ねなく年次休暇を取得できるようにします。 

   ○連続休暇の取得の促進 

ゴールデンウィーク期間や夏季休暇期間の前後、金曜日・月曜日と休日を組み合わせ

た年次休暇の取得などにより、連続休暇の取得促進を図ります。 

    



 ○子どもの看護休暇の取得の促進 

      子ども(中学校就学前)の病気等の際には特別休暇(年間 5 日以内)や年次休暇を活用

して休暇を取得しやすい職場の環境づくりに努めます。 

 

年次有給休暇取得状況（平成２１年度～２６年度、実績） 

 平成２１ 平成２２ 平成２３ 平成２４ 平成２５ 平成２６ 

平均取得日数 １２．５ １２．６ １１．８ １２．３ １２．９ １２．９ 

前年度比  ０．１ ▲０．８ ０．５ ０．６ － 

 

 

（８）仕事と生活の両立、固定的な性別役割分担意識等の是正 

    ○仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）についての意識啓発 

            仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について学ぶ研修を開催し、職員の意識

啓発に努めます。 

    ○固定的な性別役割分担意識等の是正 

            性別役割分担意識等を是正するための情報を提供し、意識啓発に努めます。また、女

性職員の昇任・昇格に対する本人および周囲の意識の高揚を図るとともに、育児に関わ

る女性職員が積極的に昇任・昇格への意欲を持てるように、職場環境の整備や個人の

意識啓発に努めます。 

 

（９）人事評価への反映 

     仕事と生活の調和の推進に資するような効率的な業務運営や良好な職場環境づくりに

向けて採られた行動については、人事評価において適切に評価を行います。 

 

（10）子どもを交通事故や犯罪から守る活動 

     ○交通安全に関する研修の実施 

全職員に対し、庁内通知による交通事故防止のための呼びかけをします。また、自動

車を運転する職員を対象に交通安全講習会を開催するなど、安全運転に関する研修を

実施します。 

  ○防犯活動の推進 

公用車への防犯ステッカーの装着を推進します。また、職員の防犯に関する意識啓発

に努めるとともに、東久留米市安全・安心まちづくり条例の実践に積極的に協力します。 

 


